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「なくせ公害口守ろう地球環境」への国民署名
私たちはすべての公害被害者の救済と公害根絶、地球温暖化防止策の抜本的強化、脱原発、自然エネルギーヘ転

換を求めて次の通り要請します。

要 請 事 項
原発の放射能事故に対し、放射線量の測定、除染をはじめ被害者への被害の救済・賠償を汚染者負担原則(PPP)にもと

づき東電と国とが全面的に責任を持つこと。すべての公害に対し、国・加害企業等の責任を明確にして被害者の救済を早

期かつ全面的解決を図ること。喫緊の課題として、諌早湾の開門、すべての水俣病、大気汚染公害、カネミ油症、薬害,基

地公害の各被害者の救済・賠償を最優先で取り組むこと。このような公害被害の現状から次の政策への早急な転換を進め

ること。

1、 PM25の測定体制を強化し、環境基準を達成するよう人気汚染公害対策を抜本的に強化すること。汚染者負担の原則
に基づく新たな人気汚染公害被害者「救済制度」を創設すること。アスベストの被害を食い止めるため、EUにならい、政

府が主導して完全除去を期限をきつて計画化すること。

2、 原発ゼロを政策とし、世界に公約した「温室効果ガス 25%削減」を果たすため、産業部門の C02削減を義務化し、再生
エネルギーの導入など、実効ある抜本的対策を図ること。農林業の破壊、それに伴う自然環境保全機能の崩壊を持ち込

む、TPPへの参加をやめること。

3、 薬害根絶のため抜本的な安全優先の薬事行政を行うこと。同時に抗がん剤等による冨1作用死を対象とした医薬品副作

用被害救済制度を拡充すること。

4、 基地周辺の騒音削減を図り、環境改善を進めること。

5、 自然破壊・生活環境破壊と財政破たんをまねくむだな大規模公共事業(ダム、道路、リニア新幹線等々)を見直し、環境

重視・生活関連型事業に転換すること。

6、 公害、環境破壊、基地による健康、環境、市民生活等への影響を調査し、健康回復事業、公害地域の環境再生、まちづ

くりと自然環境の保全・回復をはかること。
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